様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年　1月　29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃらいふる 
一般事業主の氏名又は名称 　　　　株式会社LIFULL   
（ふりがな）　　いのうえ　たかし    
（法人の場合）代表者の氏名  　     井上　高志 印   
住所　〒102-0083
東京都千代田区麹町1-4-4
法人番号　1010401091628　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	事業戦略説明会資料（2022年12月）


	公表日
	　　2022年　12月　22日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	LIFULL投資家情報(IR) https://ir.lifull.com/ 内
IR資料室 年度：2022
事業戦略説明会資料（2022年12月）
https://download.ir.lifull.com/wp-content/uploads/2022/11/20221222_zigyousenryaku.pdf

	記載内容抜粋
	p3- LIFULLグループ経営の考え方として「Social Enterprise(社会課題解決型企業)」を策定・公表し、情報処理技術を活用したビジネスモデルの方向性を示しております。
p14- LIFULL HOME'S戦略
・不動産情報の可視化、情報精度の向上により、一人ひとりにぴったりの住まい情報を提供する
・ユーザーと不動産事業者の「SUPER HYPER ASSISTANT」を目指し、よりパーソナライズ化された情報を双方に提供することで住まい探しの制度を向上させ、既存メディアとの差別化、新たな立ち位置への深化を目指す

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該資料は、当社取締役会の承認を得たのち、2022年9月期の株主総会にあわせ公表されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	<1> 2025年に向けた社内ITシステムDX推進計画
<2> 株式会社LIFULL 採用サイト
<3> VISION & CULTURE｜株式会社LIFULL 採用サイト
<4> ESGデータ集 | 株式会社LIFULL（ライフル）

	公表日
	<1> 2021年　09月　28日
<2> 2020年　11月（内容随時更新）
<3> 2020年　11月（内容随時更新）
<4> 2022年　02月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	<1> https://lifull.com/wp-content/uploads/2021/09/4e6296836f29a28054897797b367e0c5-1.pdf
p7-12
<2> https://recruit.lifull.com/
<3> https://recruit.lifull.com/culture/
<4> https://ir.lifull.com/sustainability/esgdata/

	記載内容抜粋
	<1> p8
◆ デジタルワークプレイスへの変革
これまでオフィスや紙といった物理的要素で構成されていたワークプレイス(就業場所)が、先述したようなテクノロジーの変化により、リモートワークによるロケーションフリー化、DXによる情報のデジタル化の両方が進むことでオンライン上で完結するようになり、より生産性の高い「デジタルワークプレイス」へと変革する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	<1> 当該資料は、2021年08月の当社経営会議における報告資料を基に作成し、社内関係機関承認の上、当社ホームページに公開しております。
<2><3><4> 当社サイトはすべて、経営会議メンバーおよびその権限を委譲されたメンバーの承認を経て公開しております。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	<1> P15
◆DX推進の体制と意思決定スキーム
<2> JOB CATEGORIES
<3> 求める人物像
<3> 挑戦と成長の機会
<4> 人材 (サイト中～下部)

	記載内容抜粋
	<1>
エンタープライズアーキテクト機能(EA)がPMOとして推進していくものとし、プロジェクト内容に応じた関係部署と連携してDXの実現を進める。

人材の育成・確保に関して
【人材確保】
<2> JOB CATEGORIES
<3> 求める人物像
JOB CATEGORIESに示す通り、事業毎に目標を定めて採用活動を行っております。
職種として限定してはおりませんが、求める人物像としてのビジョンフィットの面から、DX人材として求められるスキル・ポテンシャルをすり合わせております。
【人材育成】　
<3> 挑戦と成長の機会
上記に示す通り、内発的動機付けに基づく学習の機会を設けております。
＜例＞LIFULL大学、クリエイターの日
また、社外非公表ではありますが、EAにおいてDX関連ゼミを開催する等の推進活動を行っております。

人材開発に関する数値情報
<4>
[人材開発]従業員の研修にかけた一人当り時間：32.1
[人材開発]従業員の研修にかけた総時間（延べ）:26,500



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[bookmark: _GoBack]<1> P14
◆2023年までのDX推進ロードマップ

	記載内容抜粋
	DX推進の各施策について、2023年までのロードマップを作成し、それぞれ進行し、順次完了している。その他、随時検討の上、ロードマップへ組み込んでおり、現在は2025年までのロードマップとして取り組んでいる。

また、当ロードマップ外とはなりますが、事業におけるDX推進も積極的に行っております。
＜例＞
・DB移行(技術負債解消)
https://www.lifull.blog/entry/2021/03/24/151447
・生成AI活用と発信
https://note.com/lifull_creative/n/n4ab08099d365
・LLM活用促進
https://www.lifull.blog/entry/2023/07/05/090000



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2025年に向けた社内ITシステムDX推進計画


	公表日
	　　2021年　09月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://lifull.com/wp-content/uploads/2021/09/4e6296836f29a28054897797b367e0c5-1.pdf
p16
◆達成指標の設置とPDCA

	記載内容抜粋
	DX推進における達成指標は「DX推進計画の進捗度」とDX推進によって得られる業務の効率化により増加を見込む「コア業務比率」をKPIとして設定する。

前項の事業におけるDX推進戦略については、売上への寄与を達成指標として代替しております。
資料：項(1) 事業戦略説明会資料（2022年12月）
https://download.ir.lifull.com/wp-content/uploads/2022/11/20221222_zigyousenryaku.pdf
p10-11



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2022年　11月　30日


	発信方法
	第28期 株主通信（WEB版）
https://ir.lifull.com/ir/ir-data/28shareholders/
トップメッセージ

	発信内容
	「選択と集中により主力事業の収益力の強化に取り組む」
国内のLIFULLHOME’Sでは、さらにユーザーと事業者に寄り添い、住まい探しの各段階の効率を改善する「SUPER HYPER ASSISTANT構想」に向けた積極的な投資を行っています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023年　09月頃（本年度）


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、DX推進ポータルより提出しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2006年より継続実施


	実施内容
	公表済みの情報セキュリティ方針に基づき、対策及び定期的な監査を実施しております。
https://ir.lifull.com/sustainability/governance/information-security/

・情報セキュリティの推進体制
当社グループにおける情報管理の保全と向上を目的に機密情報管理委員会を設置し、情報セキュリティ全般について、定期的に審議・承認を行うとともに、社内への情報共有、注意喚起等を行います。

・ISMS（Information Security Management System）認証の取得
LIFULLおよび一部子会社は、第三者機関の審査を受け、2006年より情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格「ISO/IEC 27001」および国内規格「JIS Q 27001」の認証を取得しています。国内グループ会社は株式会社LIFULLの情報セキュリティルールに準拠し、同一のマネジメントシステムで情報セキュリティを運用しています。

・コンピュータセキュリティインシデントに対する取り組みおよび社外との情報共有体制について
LIFULLグループは、セキュリティインシデントへの対応支援組織としてCSIRTを設置し、日本シーサート協議会に加盟登録しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

